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はじめに

日本社会は戦前も戦後も、世の中が一斉にある方向に流れていくときに、十分に考えずにその流れに乗ってしまうという傾向があるのではないか。明治維新では、産業文明化に飛びついて先進国としての基礎を築いたということはいえるが、厳しくいえば、世界の主要なリーダーシップを構築していこうと思えば、ただ、外の流れに乗っていくという姿勢だけではだめなのであって、本当のリーダーとしては認められない、尊敬されないという一面もある。本日は、先ほどの谷口代表幹事のお話を伺って非常に感銘した。日本が一斉にある流れに向かっていくというそのときに、ではその反対の方向はどうなのか、その流れの方向が果たして正しいのかという提言をする人は残念ながら日本社会では少ないのではないかと感じられる。そういう意味で、皆様方の本日の議論を伺って、非常に貴重であり、知的レベルの高さを感じている。今後の日本社会の進路を考えるうえで、多様性をもたせるうえでも、疑問を呈する人がいることは日本の社会にとっては非常に重要なことではないかと思っている。本日の私の話は、皆様の方式に従って、奥歯にものが挟まったような物言いを避けて、率直に意見を申し上げてみたい。

一　混迷を深める東アジア地域情勢―TPP論議をめぐる中国の姿勢

先ほどの谷口代表幹事のご報告にたいする感想から私の話につなげていきたい。TPPについては、最近中国でも少しずつ関心がでてきているが、日本では、「どうも中国が先に入るらしい」という見方があるようだ。最近、日中関係が悪化したこともあって、このような観測が流れたということもあろうかと推測されるが、中国としては、最初からこれにすぐに飛びつくということは絶対ありえないし、すでに相当いろいろと研究して、これをじっくりと見守っていこうという姿勢をほぼ決めていると思う。日本のなかで、「どうも中国が先に加盟するらしい」という風評が流れるというのは、それこそが米国の策ではないかと思うのである。

ロシアも前日本駐在大使も離任挨拶で「この10年、いったい日本の主体的な外交というものがあるのだろうか、どこかすべてが中国に対するリアクションの感じがあり、中国はどうもこういう方向であるらしいとの推測のうえに立って、それに対抗するか、負けないようにするという思考が強く、ロシアからの提案をしても、なかなか動かない。」と言ったが、今回のことも、おそらく米国が、日本と中国のライバル意識を利用したという一面があるのではないかと思われる。

では、中国は、日本のTPP加盟に向けた協議の動きをどうみているのだろうか。基本的には見守っていくという基本姿勢だと聞いている。なぜなら、第一に、中国ではTPPの将来性についてはかなり懐疑的である。現在のTPP加盟国は、世界の経済主要国でないなかで、APECやASEAN+6をめぐって起きたここ数年の動きは、米国をこの正式メンバーにすべきかどうかという動きである。このような議論は、米国にとってはおそらくたまらない議論であろう。裁判、審判を受けるような形になっているのを、なんとかしてこのような動きを巻き返そうということで、今回このような動きになっているのではないか。

「アセアン諸国とも中国を警戒している」との説についてもよくチェックすれば成立しないことが分かる。ベトナムなどは、中国を警戒しているよとよくいわれるが、一方では中国との関係は相当緊密化していることも事実である。経済面で緊密化していることもあり、また、中国と同じ社会主義的市場経済化をどう進めるかということで、党ならびに軍の政治幹部は、いま交代時期を迎えたということで、ほぼ全員中国で研修を受けるということが始まっている。北京の中央党学校発行のテキストがベトナムで翻訳され、ベトナムの党幹部教育のテキストとなっている。新しく選出されることが決まったベトナム共産党の書記長も「親中国」派で、「中国の経験を学び、中国の活力を活用してベトナム経済を立て直そう」というのは彼の主要な主張である。小国の知恵として大国をうまく利用する、一つの大国の力が強すぎるならば、どこか他国を巻き込んで大国との関係のバランスをとるというやり方をベトナムはとっているとみる。しかし、ベトナムはそうそう簡単に中国に敵対するということはないだろう。そのなかで、TPPにベトナムが加盟しているというのはどういうことなのか。昔からベトナムというのは強かな国で、中国に対するライバル意識があり、国力からいえば、中国とベトナムは相当の違いがあるように思うが、1000年にわたって、ベトナムは常に中国を北国といい、自分を南国と呼び、それがベトナムにとってのアイデンティティを形成してきた。どこか独自のもの、多様なものという思考が働いているので、TPP加盟をもう一つの発展の手段とチャンスとして温存したい狙いがあることは間違いない。ただ、それは中国の活力を活用するという主な外交戦略とも矛盾せず、並行しているように思われる。したがって、果たしてTPPが中国包囲網となるか、東アジア地域の経済統合の主要なものになるかどうかは現時点では見えていないと思う。そういう意味では、米国は日本を取り込めるかどうかが、次の重要なステップの一歩とみているのではないか。日本が加盟することで、初めてTPP構想が中身のあるものになる。そうでなければ、いまの米国以外の国だけでは、この地域の主導権を握るというのは考えられない。それについては、もう少し戦略的で、主体的な議論が、日本も中国も必要なのではないかと思う。本日の谷口代表幹事の講演を聞いて、このような感想を抱いた次第である。

１　尖閣（釣魚島）沖の漁船衝突事件とその影響

谷口代表幹事は、東アジア地域全体を視野に入れたうえで、また、日本の主体性からみたアプローチについてのお話をされたので、私は、東アジア地域を念頭に置きながら、日中関係と中国の動向に重点を置いてお話しし、中国の考え方などをご紹介しながら、今後日中はどういう方向に向かうべきかについての問題提起をしたいと思う。

当面の日中関係については、漁船衝突事件以後、かなり民間の感情が冷え込んでいるが、東アジア地域の問題としてこの事件をみていきたい。いま、東アジア地域は一つの転換点に直面している。その転換点の原動力の一つは、中国の台頭であり、その台頭は、経済力ばかりではなく、外交力、軍事力、および地域全体の統合という組織化に向けた動きで、中国というファクターが大きくなってきており、いずれも従来とは違った構想が出てきて、その調整に迫られているということがある。もうひとつは、先般の国際金融危機によって、世界の金融秩序にほころびが出てきたこと、米国の地盤沈下が現れたということが一部の国に動揺と焦り、危機意識を掻き立て、当該地域でもいままでと違う新たな動きをもたらしている。こういうなかで、日中関係、北朝鮮及び米国の動向などをみてみると、最近の漁船衝突事件で、日中関係は一気に冷え込んでいるのだけれども、このことは、今後日中関係が互いにどうつきあっていくのかを互いが確かめあいつつ、ぶつかりあいながら、新しい付き合い方、新たな日中関係を模索していくプロセスの一環だと受け止めている。

　従来、日中関係では、常に国民感情が大事、という言葉が良くつかわれるが、最近思うのは、果たして国民感情というものが存在するのか、それがどれだけ重みのあるものであるのか。たとえば、地方の主婦が中国に対してどう思っているかは、アンケート調査では一定程度は表れるかもしれないが、果たして、彼らが中国についてどれだけ知っているのか、毎日テレビで流されているものを情報源にして、好き嫌いを判断してしまっているのではないか。したがって、日本の国民感情というよりも、日本のエリート層、日本社会の主流に深刻な危機感があって、中国と今後どうつきあっていくかという指針が確立しているのではない中で、どこか中国へのライバル意識が先行している、もしくは焦りが先行している一種のパニック状態の心理が日中関係の現状を形づくっているのではないかと思う。

　以下は私の見方であるが、このような対中感情の冷え込みは、特に1998年の江沢民訪日に対する日本の対中評価が厳しくなったことからスタートしたように思う。その背景には、日本はバブル崩壊以後、日本再生の方向がなかなか見えない、自信喪失が始まったということがあるように思う。21世紀を迎えて、最初の5年間は、日本ではまだ全体としては冷静なものが主流を占めていたと思うが、しかし、社会的な雰囲気はどこか、特に中国の存在を気にし出した。ライバル意識を持ち始めたとみていいのではないか。2002年のASEANとのFTAなどをみても、そういう傾向が出てきている。

日本の対中警戒感がかなり高まっているという話を、2，3年前、NHKが中国ドキュメンタリーの制作プロデューサーから直接聞いたのであるが、最初から制作意図は中国の問題点を取り上げるということで、3分の２、4分の3は「とにかく中国の問題を探せ」という方針が内部で示されたという。それに対して、抵抗のある人もいたが、結果的にはそういう方向に行ったという。出版でも、「中国はダメだ」という内容の本が圧倒的に多いが、私に出版の話をもってくる出版社からのアドバイスは、中身はともかく、書名は刺激的にし、中国を批判したほうが売れるのだというものである。

ここで、アジアの近代史、中国文明史の研究大家である溝口雄三先生の著書『中国の衝撃』（2004年刊）の一文を紹介したい。先生は、中国の近代史を研究されるなかで、中国と西欧との関係をも研究されているが、2004年に発刊されたこの著書で、先生は、「日本は中国の経済発展に衝撃をうけるが、おそらくその衝撃は経済のみに留まらないであろう」と真っ先に指摘されている。その序文の最後に、「かつて西欧の衝撃によって、日本の突出した台頭を促し、中華文明圏を舞台から退場させたと思っていた歴史が、中国の衝撃によって反転され始めた」と書き、中国の衝撃ということについての溝口先生の定義は、「ボディブローのように鈍角的で、視覚されにくく、図式化しにくいが、ゆったりとした強烈な衝撃である」と形容しておられる。しかし、溝口先生は、前向きに受け止められており、「われわれにとっての中国の衝撃は、西欧文明に由来する優劣の歴史観から我々を目覚めさせ、多元的な歴史観をわれわれに必須とさせ、今後関係が深まるがゆえに、かえって激化するであろう矛盾や衝突において共同の種を植えつけるものでなければならない」と述べておられる。そのうえで、「私たちは大国主義的な中国の出現を招いてはならない。知的協同すなわち自国の問題に真に責任を負うことこそ、アジアの未来、自国の未来に通底すると自覚した知識人の間の協同が一層の重要さを増す」という指摘をしておられる。

　日本は、100年間ずっとアジアで主導的な地位を確保してきたので、中国の台頭で相当のショックを受けている一方、中国はいまようやく日本に追いついたという状態のなかで、大半の中国人の意識も揺れ動いており、時には自己矛盾を見せているように感じられる。自分は大国になったので、これまで米国がやってきたことをやり返してどこが悪いかという議論もあり、一方、いままでのように、被害者意識とコンプレックスをもって、日本から何かいわれると、すぐ「これは中国を封じ込めるためである」「中国をバカにする」と反発してしまう。しかし他方、いまの中国のオピニオンリーダー層では、米国流の覇権の道を歩んではいけない、それを乗り越えた中国の努力があってこそ、アジアの統合が可能になり、中国の存在意義もそこにあるという理性的な健全な意識、認識が支配的になっているということを申し上げておきたい。

　北京大学国際関係学院の副院長で、米国研究者の王逸舟教授、中国人民大学の金燦栄教授などの政治学者ばかりか、胡鞍鋼氏など経済学者もかなり理論的、冷静に考察しており、中国はアメリカ流の覇権主義を超越して平和外交のメインプレイヤーになるべきで、東アジア共同体構築のために建設的な役割を果たすべきだと主張している。そういう状況下で、日本と中国が、互いに相手の心理面を理解し、ライバル意識や、お互いに相手が悪いということをいうのでなく、これからはアジアのためにどういうことを考えるべきなのかという知的共同体に向けて、エリート層のなかで互いに冷静に建設的な話を積み重ねていくことが一番大事だと思う。ご在席の皆様はオピニオンリーダーとして、日本のメディアの報道による中国の動向というのは、どこか偏ったものであるということを理解していただき、対処していくべきだと考える。

このような両国間の心理的変化が生じた背景下で今回の漁船衝突事件およびその後の感情的対立が起きたと私は理解している。今になって振り返れば、今回の漁船衝突事件は、本当は互いに深い意図がないまま、しかし、見えない敵を頭の中でつくり、空想の敵に互いに怯えて、本当は単純な衝突事件であったのだが、なにか目にみえないものに怯えてそこに向かって戦おうとして深刻な事件になっていったと理解している。

日本政府の担当大臣は当初、中国漁船が悪意に海保の巡視船にぶつかってきたとしてその背後に「中国の陰謀」と想像して船長の逮捕を決定したが、船長や14人の船員を徹底的に調べた結果、単なる一般の漁民にすぎなかったことは間もなく分かった。しかしその後の対応にも明確な方針や着地点がないまま漂流し、中国との正面衝突に向かうところとなった。

今回の事件について整理すると、日本側は、この一年、急速に台頭する中国の軍事力増強を背景に、中国はなにか尖閣の場所に意図をもって迫ってきているのではないかという疑念を募らせていた。たまたまこの周辺は魚の宝庫であり、3，4年に一度の豊漁と聞いているが、300隻くらいの漁船がやってくるという状況があった。こういうなかで、日本側は中国側の意図に対して警戒し始めた。今から振り返ってみれば、その直前に「中国の軍がこの地域に浸透してきているらしい」という噂がすでにあったようだ。そこで今回、この漁船への対応をめぐって、従来と違う方針をとることに踏み切ったと思われる。

そもそもこの釣魚島周辺海域の漁業管理をめぐっては、97年に日中漁業協定が締結されている。最近は中国の漁業監視船が来ると大げさに言われるが、これまでも毎月必ず一度は漁船監視船が来ていた。これは、この周辺を日中共同管理しているためであり、別におかしいことでもない。ただ、釣魚島などの島に関しては中国は鄧小平時代から、「紛争を棚上げにして問題の解決を次世代にゆだねる」方針の下、日本の実効支配を黙認している。その周辺の12カイリの領海海域については日本の漁船も中国の漁船も入らないようにする、との暗黙の了解も成立している。さらに、「問題が発生する場合、両国政府はそれぞれ自国の漁船を管理する」との条項も明記されている。これまで、中国大陸あるいは台湾の漁船が時々、魚を追って12カイリの中に入ってしまうことは度々ある。毎年100件以上起きていると聞いている。従来は、海上保安庁が「おいおい日本の領海に入ったぞ。速やかに退避せよ」と警告を発すると漁船が逃げる、という対応のパターンであった。しかし、今回はこの漁船が入ることに対して、外で進路を封じ込めて停止させろと命じている。日本側は「どうもこの漁船は怪しい。軍が漁船に扮装しているのではないか」との疑念をもっていたので、この船を逮捕しようとした。さらに偶然が重なって、その後明らかになったことだが、どうもこの漁船の船長は飲酒していたらしい。だから巡視船から停船命令を受けると一層必死に逃げようとした。逃げれば逃げるほど海上保安庁は、これはやばいとこれを必死で追い、捕まえようとする。実際には、全容は明らかにはなっていないが、この船の追跡は2時間くらいかかった。普通は30分くらいで領海の外に出られるのに、なぜ2時間も逃げているのか。漁船は12カイリの外に必死に逃げようとするが、保安庁の船に前方を塞がれ、逃げられないので、ぐるぐると回ることになった。そこで、最後にぶつかった。皆様はユーチューブが流した映像を見て、テレビは一斉に「中国漁船がぶつけてきた」と報道しているので、やはりそのように理解しているかもしれないが、中国では、ユーチューブが放映したものを多くのウエブサイトが転載し、多くの中国人はその映像を見た。私自身は少なくとも中国の８つのウエブサイトでその映像が載ったのを確認した。中国政府は日中関係の大局を考えると、外交部のスポークスマンは、「海上保安庁の監視船が中国漁船の進路を塞ぎこみ、囲い込み、その中で衝突が起きた」というコメントを述べるに留まり、どっちがどっちにぶつかったかという問題に立ち入ろうとせず、「日本がこれまでのルールを破って初めてこの海域で国内法を適用して中国漁船を捕まえた」ことを問題にしている。しかし、香港では多くの専門家は新聞にコメントと衝突事件に関する解説を出している。

香港紙『明報』の検証記事は、映像を細かく分析し、巡視船はもともと漁船と並行していたのに、漁船を捕まえようとしてスピードを上げて漁船の進路の前に回ってきて、そこで、漁船が回避できず、衝突が起きたと一回目の衝突の原因を分析している。海上保安庁のハイテク巡視船は、30~35ノットでかなり速い。漁船は10ノット以内だ。どう考えても、速さが3分の１以下の遅い船にぶつけられるというのは常識的にあり得ないことで、日本のネットでも、ハイテク巡視船が漁船にぶつけられることは巡視船船長がよほどのバカかぶつけさせる罠か」というコメントも出ている。専門家はさらに映像の中で、海上保安庁の乗員の音声が、この衝突前後に「抜けるぞ！」と叫んでいるのを聞き出している。つまり、もうちょっとで12カイリの外に逃げ出すぞといっている。これは明らかに捕まえようとしていることを示している。2回目の衝突についても、海上保安庁の船にビデオカメラが設置されている位置から考えれば、もし相手がぶつかってきたら相手の船が映像の中でどんどん大きくなるはず。しかし、影像では逆に漁船は遠ざかって小さくなっていっている。この映像は、最初は巡視船の右舷からの位置で撮っており、漁船の左舷を映していたが、徐々に漁船の先、さらに漁船の右舷を映すようになるが、これは明らかに巡視船がスピードを上げて漁船の前を通り、その進路を塞ごうとしたことだ。そもそも貧弱で小さい漁船は大きい、武装された保安庁の巡視船になぜぶつからねばならないのか。何のメリットがあるのか。窮鼠猫を噛むという状況もここでは存在しない。漁船がとにかく必死で逃げようとし、巡視船が捕まえるために進路をふさぐ、この過程で衝突が起きたことは真相であろう。

事件発生後、中国政府は当初、比較的に低姿勢で対応していた。日本のマスコミだけが「漁船の横暴、すなわち中国の横暴」を騒いでいた。1997年の漁業協定締結以降、12カイリの中は日本の管轄と中国は黙認しているということで、酔っ払った船長を逮捕したことに対して抗議はするがやむをえないと判断して、とにかく外交ルートを通じて船長の早期釈放だけを要求し、「日中関係に悪影響を及ぼさないように」と申し入れていた。後に明らかになったことは、19日まで、中国は丹羽大使と5回面会し、また別ルートを通じて日本政府に申し入れをしていたが、その表現は「そこは中国領だから逮捕は不当」といった原則論ではなく、「日中関係の大局、国民感情の悪化を避けるために、この問題を速やかに解決してほしい」、と申し入れていた。中国政府はなんとか2004年方式（魚釣り島に上陸した中国人活動家がいったん逮捕されたが速やかに釈放）で早く解決して片付けようと望み、かつそのようになるだろうと予測していたようである。にもかかわらず、日本政府側は「悪質な船長を逮捕するのは当然、粛々と国内法で対処している」と主張し、日本のマスコミは「あの中国はどうせ法治国家ではないから、日本の法律尊重御を理解していない」との優越感とも受け止められる論調を展開していた。しかし渉外事件にかかわれば、たとえ国内法を適用しようとしても外交への影響を考慮、吟味するのは当然のやり方であり、今まで日本政府もそのようにやっていた。北朝鮮の金正日さんの長男、正男が偽パスポートで不法入国したケースでも「粛々と国内法」ではなく、外交配慮をして逮捕もせずすぐ国外退去にしている。

そこで日本政府はなぜ船長の逮捕、さらに交流にこだわったのか、中国の疑心暗鬼が始まった。日本はどうも計画的に船を捕まえて、なにか目的があるのではないかとの読みが国内で現われた。中国は戦略的な思考が好きなので、日本政府の行動も戦略的意図をもち、計画されたものだととらえ始めた。中国側学者が分析したものによれば、船長逮捕という強硬措置をとったのは、一つは9月14日に行われる民主党代表選挙を前に「国益重視」をPRしようとしたこと、もう一つは普天間問題でこじれている沖縄で中国との緊張を作りだして「中国脅威論」をもって沖縄県民の反米、反基地の感情をかわそうとしたことと、その狙いを指摘した。

ただ、19日まで、中国政府はまだ口頭の抗議に留まっていたが、その日に、日本政府は船長に対する拘留の延長を発表したことで中国の態度は一気に硬化し、政府間交流の停止などの対抗措置を発表することになった。中国から見れば、19日の拘留延長によって29日に起訴されることが決定した。どんな判決が出るにせよ、初めて日本の国内法に基づいて判決が出されることになる。国際法の論争では、前例、判例があると有利になるので、日本は尖閣に対する「実効支配」から一歩進んで「法的支配」に進めるためにこの事件を利用していると判断するに至り、これは絶対容認できない、と考えたわけだ。後に分ったことで、日本政府はそういう深謀遠慮の計画があったわけでもない。しかし着地点を考えないままずるずると事態が悪化していった。逆に「戦略の欠如」と言われも仕方がないが、ともかく船長に対する拘留の再延長で、戦略的にすべて見る中国はそれを国益の重大損害と見て阻止するために反撃、対抗措置を取らざるを得ないと判断したわけだ。日中政府間が日ごろ互いに信頼ができていないこと、相手の行動を常に悪い方向に解釈して、過剰反応するという双方の問題を今回の事件で強く感じられた。

　もう一つの教訓といえば、パイプ役が役割を発揮できなかったこと。自民党時代に、日本側政治団体が尖閣に行くと中国大陸や香港、台湾から必ず抗議船が来るし、中国政府も日本批判をせざるをえない。そうすると日中関係が悪化することになるというので、両国政府の間ではそれぞれ自国国内のそのような行動を抑止するという暗黙の了解があり、少なくとも問題を大きくせず、マスコミが大きく騒ぐ前に問題を片づける、という微妙な均衡でトラブルを解決するパターンができていた。しかし、いまはそれができていない。中国は小澤一郎さんとはパイプとしてのつながりがあったが、今回は、不幸にも、民主党の代表選挙と重なり、菅さんが勝つらしいと読んだので、さすが小澤ルートは使えない。別ルートとして、元首相などを使ったが、民主党代表選挙などもあり、構う人がいなくて、官邸の協議もないままに、一人、二人の担当者ベースで扱われ、早期解決のタイミングを逸してしまった。これから両国間は、意思疎通のためのパイプ役の重要性を改めて認識し、また、各レベルのホットラインをつくることに早急に着手する必要がある。

かつてOECDの大使をした方の話では、OECDの存在によって先進国同士ではもう戦争はなくなった理由の一つは、先進国同士は何百、何千という小委員会をつくって、問題がおきれば、すぐに事務レベルで協議するということで解決し、誤解や問題を大きくしないで済む仕組みができているからだ、という。日中にもこういう仕組みが必要であるという話を私は真剣に聞いて中国側にもいろいろと提案している。

　日中間では、できれば、各省庁の課長クラス、少なくとも局長クラスでホットラインをつくって、なにか起きたときには、真意は？と速やかに確認しあい、対策をともに検討することが大事だ。いま、日中間では、歴史問題はそれほど表面化しなくなった。これには、民主党政権の姿勢とも関係するが、日中共同の歴史研究そのものがいいアプローチだと思っている。

　自民党時代、大臣が記者会見で歴史認識に関して変な話をすると首が飛ぶことは何度も起きた。しかし今、共同の歴史研究があれば、なにか歴史問題で相違が発生しても、「両国の代表的な学者が共同研究しているから、彼らにまかせよう」ということで政治問題化を防ぐ仕組みができたわけだ。今後は、ほかの問題、分野でも、一人二人のパイプ役だけでなく、各レベルで、互いに協議、連絡するメカニズムの構築が日中間で重要なのではないかと思う。

日中関係は漁船衝突事件によって大幅に悪化したが、前向きに解釈すれば、今後の関係改善と衝突回避にとっていくつかのヒントも与えたと思われる。ひとつは、民主党政権はこれまでの日中関係についてのさまざまな均衡が必要だということについて理解していなかったのだが、これによって、外交関係はやはり複雑なもので、いろいろな蓄積を尊重することが大事なのだということを学んだのであれば、むしろよかったのではないかと思っている。最近、前原外務大臣は、対中発言をかなり軌道修正している。中国や日中関係について前向きの発言が増えて、北京の「環球時報」紙に掲載されたその紙面インタビューには、自分は若い時代から中国に憧れていたこと、今も中国との関係をかなり重視していることを発言した。民主党首脳陣は、日中関係についてはただ「毅然と」もしくは「粛々と」すればよいというものでもないということを理解したのではないか。

もう一つの収穫は、いままで双方にどこか遠慮があって、日中間の対立面及び心底にある相手への疑念、懸念について覆い隠していたが、今回は問題点と心底にあるものをさらけ出して、それを通じて、日中双方の心理的な問題はどこにあるか、今後の日中関係についてどのようにすべきなのかという点での再認識が求められるきっかけになった。

3番目に、日中関係と国民感情がここまで悪化すれば、逆にこれ以上の悪化ができなくなったこと、振り返ってみて、日中とも相手を必要とする部分も大きいことをもう一度認識したのではないか。これから両国政府間関係も、民間も、改善に向かっていく努力が払われていくと期待してよいだろう。

米中関係も相当悪化することがある。しかし米中間にはその関係の悪化をマネジメントするノウハウが蓄積されている。関係が悪化すれば、キッシンジャー、ブレジンスキー、ジョセフ・ナイなどの知中派、戦略派はすぐ発言し、中国側との政界、財界、学界のパイプが活発に動き出し、それによって関係のさらなる悪化を防ぐメカニズムを一緒に作ろうという動きを始めるものだ。日中もこのような反転に向かう新たな起点に立ったと思うが、米中間に比べ。日本国内の真の知中派、戦略派の発言がまだ弱いこと、重層的な、真の信頼関係があるパイプはまだ少ないこと、といった問題は存在するが、悪化防止のメカニズムの構築が必要との認識が今生まれている。日中関係は本当は、互いに相手を必要とするし、経済関係をはじめ、特に東アジア地域、世界の多くの問題について、日中は協力しなければなにもできないということを再認識する一つの共有の新しい起点に立ったと思う。

２　北朝鮮をめぐる新しい動向

朝鮮半島においては、今回の延坪島砲撃事件、3月の天安号沈没事件について、中国政府は緊張のエスカレートを防ぐということを強調して繰り返して言っている。一見北朝鮮をかばっているように見えるが、しかし、中国の学者はほとんど主流の学者全員が、北朝鮮がしかけたと言っている。韓国の新聞の取材にも応じて彼らの見方を説明している。政府は当然大局を考えてバランスのとれた、今後のことも計算した対応をせざるをえず、北東アジアの安定および今後の軟着陸のためにも、ただ北朝鮮を追い込めばよいと考えるのはいけないという立場をとっている。
しかし、中国の政府関係者や学者層では、朝鮮半島の行方について、特に北朝鮮の動向についてかなりシビアな見方をもっており、憂慮もしている。ウィキリークスのスクープによって表に出たように、中国高官は内心、北の体制の安定を相当懸念している。特に最近は、金正日氏の健康状態が悪化したこと、後継者人事を急ぎ、権力構造にどのような影響を及ぼすかについて中国は非常に注意深く見ている。そのような北朝鮮の内政事情が分かれば、韓国に仕掛ける行動の背景とその狙いも読めてくる。北の経済状況は悪い。食糧は恒常的な不足にある。勃興する中国が隣にあって、その影響もあって、北の内部で一般民衆から幹部まで同様も起きている。一方、外交上は閉塞状態で、みんなから無視され、打開の手段もない。そこで、なにかをしかけて局面を動かす必要がある。瀬戸際外交をやるわけだ。成功すれば、片方、食糧援助など局面打開に話をもっていける。そうでないと、そういう打開のきっかけがないわけだ。他方、後継者人事を強化することにもなる。かつて金日成から金正日に交代するときにも、なにか重大なことをやって、それが成功すれば、すべて後継者がやったということにして、ほらこの立派な指導者によって外交の難局を打開し、目的が達成されたという宣伝にもっていって、後継者の地位確立に成功するという手法を20年前にとった。今回もやはり、成功したら金正恩の手柄という解釈になると思う。

残念ながら、北朝鮮の最近の一連の仕掛けはいずれも目的が達成できていない。それで中国は一層、北朝鮮の内部事情の推移を注意深く見る。中国から見れば、「ポスト金正日」のプロセスはすでに始まっている。ただ正恩にすんなりとバトンタッチは難しいとも見られている。長男の金正男が先般マカオで世襲制を批判する発言をしたが、普通は考えられないことである。彼の夫人は中国人で、中国の保護下にある。北朝鮮の多くの幹部が中国と相当の交流をしているので、その内部の諸問題についても伝えてきている。こういうようななかで、この体制はかなり深刻な状況にあり、これからもっと微妙な局面に入るという認識をもっている中国指導部は今、ポスト金正日の権力移譲の過程でいかにして大混乱が起こらずに、中国でいう「改革・開放」の路線に導くかに腐心していると感じられる。万が一、朝鮮半島が大混乱ということになれば、同じ朝鮮民族である韓国主導での統一を認めるというシナリオも伝えられるが、中国は優先的には北朝鮮の体制がソフトランディングするのを期待し、中国式の発展路線をとるように誘導し、支援していくことに今後数年間の北朝鮮外交の重点になると思う。

３　米国の東アジアでのプレゼンス？　

2010年は、特に米国の東アジアでのプレゼンスが顕著になってきたと言える。天安号事件を利用して、10年ぶりに米国は韓国との同盟関係を強化した。また漁船衝突事件後、日本も日米安保に傾き、日米軍事演習が行われた。南シナ海の紛争に関しても、東南アジア各国の対中恐怖心を煽った。そして、TPPをうまく利用して、経済面でもアジアでの主導権を握ろうとしようというような動きがあるような気配が感じられる。

このような動きに関して、中国のネットや一部の学者の間では米国による中国包囲網の構築が始まったと警戒する声が出ているが、中国政府は米国の過度な介入、口出しを拒否しながら、アジアのでのアメリカのプレゼンスを拒否していないと表明し、他方、東アジアの将来については東アジア諸国が自らイニシアチブをとって考えていかなければならないとの姿勢も見せている。この1年間を顧みて、中国の学者の間では、対米外交や東アジア外交について一部、反省の声も出ている。国際金融危機の中で中国は米国をかなり助けた。したがって米国も中国の台頭をもっと受け入れるべきだとの考えがある。その中で、一部の自信過剰な発言が出てきたりして周辺諸国の警戒心を招いたことは、年の後半になって軌道修正すべきだとの主張が指導部内で出たと聞いている。

　中国の高官が「南シナ海が中国の核心的利益だ」という発言をしたため、米国はそれを過大解釈して東南アジア諸国の対中警戒心をあおったと、北京で理解されている。実際にそれに関する発言を中国側が2回したと聞いている。一回目は米国との2国間協議のなかで、中国の軍関係者は、アメリカの過度な介入に反対との立場でこの表現を使った。もう一回は春にシンガポールで開かれた安全保障会議で馬暁天副参謀総長がやはり米側代表との応酬でこの表現を使ったそうだ。しかしこの表現が後に独り歩きし、中国がアセアンに対する政策を強硬化し、軍事的にも攻勢を取り始めたと解釈されたので、いろいろな疑問や意見が北京にフィードバックされて、8月に胡錦濤主席自ら主催したある会議で、「南シナ海は中国の核心利益という表現を今後は使わない。アセアン、南シナ海に対する政策は変わらない」と再確認したと言われる。これは間違いのない情報であり、実際、それ以後、中国はこの表現を使っておらず、アセアン諸国との関係も相当改善に向かっている。

そのなかで、私は期待が持てる動向も中国側に出たことに触れたい。一つは去年3月の全人代で採択された国防予算は20年ぶりに一ケタ台の7.5％増にとどまったこと。外部の懸念の声を意識した反応だと思われる。もう一つは中国の軍側研究者は、日中対立が深まった中でも強硬な発言をしなかったこと。春の米中対立のなかで、中国の軍人はずいぶんと発言し、対米批判を行ったが、9月以降、日中関係について中国の軍人の発言はひとつもない。この一年、特に今年前半少しタガが緩み、軍人の対米強硬発言があったのを、日本では繰り返しこういった類の情報が流れたが、実際は中国外交はこの過程で試行錯誤をしつつ、冷静な路線に戻っている。最近、中国の高官は、米国主導の国際秩序に中国はＧ２というほどの資格はないと冷静に発言し、今後も米国とうまくやりながら、東アジア各国との修復を重点的にやっていくと語っている。差しあたっては東南アジアとの関係修復をするというので、習近平副主席が東南アジアに立ち寄る予定ではなかったのに、アフリカ訪問への出発に当たって、シンガポールにわざわざ滞在して重要な演説を行った。東南アジア諸国に対して、中国は絶対に覇権を求めない、東南アジアとの間では双方対等で話し合いによる解決を図るというメッセージを強く出した。韓国との間でもいろいろと関係の調整をやっているが、日本ともこれから協議が始まるであろう。

いずれにしても、中国の外交は試行錯誤しながら、米国に対しては、強烈な圧力をうまくかわし、来年１月胡錦濤主席の訪米は予定通り行い、辛抱強く対応していくが、しかし、主張すべきところは主張するという主体的な外交姿勢は貫かれると思われる。

二　中国の新しい変化を認識せよ

１　習近平時代でも対外拡張と軍の暴発は不可能

　最後に中国の内政のトレンドについてご紹介したい。2012年秋の党大会、2013年春の全人代で、９名の政治局員のうち6名か7名が交代し、習近平、李克強らニューリーダーが後継者になるということは正式に決まった、江沢民氏は国家主席引退後も、２年間は軍事委員会主席として力をもっていたが、胡錦濤氏が国家主席を退任すると同時に、軍事委員会主席からも退任する可能性が強い。ちなみに、李克強氏がどうなるのか、私の観察によると、トップの総書記になる可能性はゼロ、首相になるだろうという見方が一般的である。しかし、有力な挑戦者として、王岐山副総理、広東省の汪洋書記などが挙げられている。これからの経済運営についてもっと全般的な視野と長期ビジョンをもつ指導者が求められている。ということになると、いまのところは、まだ可能性は低いが、李克強氏が党内ではＮＯ２ではあるが、いまの全人代常務委員長の呉邦国さんの後継ポストになる可能性もありうる。これはまだ流動的な面があるが、ニューリーダーの後継人事に動き出しているということを注意深くみていくことが必要だ。

さらに中国の後継問題についての日本の理解はかなりずれがあるということを申し上げておきたい。どうも今回、中国の中で反日の傾向のある江沢民氏が、軍とつながりのある習近平氏を使って強硬姿勢に出たという解説があるが、江沢民氏はすでに86歳で第一線から離れており、詳しい内政外交方針について指示を現指導部に対してできる立場にはない。すでに数年間もそのような指示をしたとは聞かない。では、習近平さんはどうか。民主党の鳩山総裁の後継者を選ぶときにも、若手が名乗り出て選挙に参加するというようなことが日本の常識なので、それを中国に当てはめて、中国を観察しているようだが、中国の常識からいえば、習近平さんがどういうことがあっても現時点では何かを仕掛けることは可能性ゼロである。いまの中国の権力構造は鄧小平が決めた方法で、前政権のなかに若手の後継者を一人二人入れる。胡錦濤主席は、そうして入った後継者で、習近平副主席もそうである。しかし、このような形で入れられても、なに一つ決定権はない。見習い運転である。このままでいけば、絶対に選ばれるのだから、なにか仕掛けると、いろいろといざこざが起きるからかえってマイナスになる。中国の権力構造と継承体制を見るとき、もう少し、中国的な特徴と最近の変化を理解しなければならないということを提起したい。

　これから台頭する第５世代には、基本的には国内問題が第一。今後の経済発展戦略としてこれまでのような輸出主導ではやっていけない。資源を大量に使って高度経済成長を図ることもできない。格差是正、環境対策などじつに多くの問題を抱えている。日本もそうであるが、指導者にとっては、まず国内問題が第一で外交が優先されるということではない。中国の指導者の頭の中の８割は国内問題である。今後習近平時代を含めて、対外膨張に向かうということはないと思う。内在的要因もなければ、諸外国の利益を損なう一カ国の膨張も21世紀の世界では不可能だ。ただ、経済大国になりつつあるが、日本の７０年代と同じように、世界で第2の経済大国としての体は育ったものの、頭はまだついて行っていないという状態で、いまの指導部も次期指導部も外交の試行錯誤が続くが、米国流の覇権主義に向かうとはとても思えない。

２　5億人の中間層と権利意識の台頭

そこで、中国の社会をどうみればよいのか。私は、いま特に中国社会の中間層に、より注目すべきだと思う。日本では、中国といえば、すぐに浮かぶイメージは格差のようだ。でも格差という言葉自体は、それ自体を慎重に使うべき言葉である。国連の研究所が発表したものによれば、世界の国で最も不平等の国の一つは米国なのである。ニューヨークは繁栄し、一部の金持ちの給料はとびきり高いが、ハドソン川の対岸はゴーストタウンのような荒廃した街が多い。失業率は10％に近い。インドではこの20年間貧困人口はほとんど減っていない。国連が１か月前に発表したものによれば、全世界の貧困人口が18億人から14億5000万人になったが、減った4億人は中国で、実は中国以外の世界では貧困人口は増えているのだ。

中国社会と政治の現状と行方を理解するうえで、中間層の拡大こそ一番重視されるべきである。総人口のなかで、富裕層は1,000万人。生活の基本条件がまだ満たされていない貧困人口は8,000万人。それに対して、生活需要は基本的に満たされているが余裕がない低所得層が７億人。この数字からみれば、中国は依然として発展途上国である。中国は2020年までに貧困層を完全に撲滅するといっている。

とともに、５億人がいま中間層になった。2月に中国社会科学院が発表した内陸部も含めて数10万人からのアンケート調査によれば、中国の人口の4割が「自分は中間層に属している」と答えている。5億人以上、との計算になる。そのうち、生活収入、ローンではあるが、持ち家を所持するなどの基準をクリアーしたのは3億人で、本当の中産階級になっている。日本に観光団としてきているのがこの人々。大金持ちはこういう観光団としてやってきてビックカメラで炊飯器を買ったりしない。ほかに一人っ子世代で、収入ではまだ中産階級ではないが、意識の面では自分は社会の中流だと思う人口は約2億人いる。合わせて5億人以上に達するこの層が全体として意識の変化を起こし、中国社会に大きな地殻変動が起きている。

このことにより四つの影響が出ている。①中間層の拡大によって中国が購買力の大きな市場になった。②電子化により容易に情報が入手できて、権利意識が高まり、自己主張をするようになった。中国社会では年間8万件くらいのデモが起きている。日本では、中国政府はデモを許すはずがないから、反日デモはやらせか、もしくは反政府デモかという解釈になるようだが、中国の地方新聞はいろんなところでデモが起きているとよく報道している。今の中国ではデモというのはもはや異例なことではなく、汚染源への抗議デモや、立ち退きに抗議するデモがあちこちで起きている。③このような中間層が特に「八０後世代」には顕著になるように、いわゆるナショナリズムになりやすい。④さらにこの中間層が拡大することで、中国社会がもっと民主化されると予測している。いま、インドと中国がよく比較されるが、インドは先に民主化されたが、中国は民主化していないという理由で批判を受けるようだが、冷静にみれば、この100年間で、先進国になっていくプロセスというものは、政治的にはかなり独裁的ななかで、まずは経済を発展させ、その基盤のうえに教育水準が上がり、ルールができて法治国家になり、そのうえで民主化が実現していっている。関志雄という研究者が冗談半分で、インドの民主主義は早すぎた民主化、中国は民主化のステップが遅れているというような比較をしているが、中国はまず13億人に衣食住の生活を満足させ、そのうえで民主化をやると考えている。民主化といっても欧米と同じではなく、中国流民主化を模索し、民意を取り入れなければならないと指導部は考え、そのためのアプローチを２つ実施している。一つは基層からの民主化、村民委員会の代表はすでに直接選挙で選び、県レベルの地方議員も直接選挙を実施している。いまは、人口が300万人の深圳市が政治改革特区に指定されている。一方、中国共産党の一党支配を維持しながら、「党内民主化」も行われている。民意を導入し、法治国家を作っていくということは避けられない流れだ。最終的には、全世界共通の価値観に合流していくということは必然だといえる。それとともに、東アジアで共有する東洋文明との共存も矛盾しないと思う。
３　第12次5か年計画の注目点

　経済面についていえば、来年から第１２次５か年計画がスタートするが、従来の計画と違うところは、民意を組んだ経済運営重視となっていること。日本の所得倍増計画を念頭において、今後の５年間に、GDP成長率にリンクされる国民の所得向上計画を打ち出している。生活水準向上によって社会の安定を図り、内需主導の発展モデルを目指している。新産業として、高速鉄道の発展による流通革命、電気自動車の開発と普及、新エネルギーの開発、航空・宇宙産業の育成に力を入れていく。特に解決すべき最重要課題としては水不足や、食品安全、環境問題、格差縮小、地方幹部の汚職、腐敗追放など。これらが一つでも乗り越えられなければ、中国は経済大国としての地位は得られない。

ただ、中国企業の海外進出、アフリカ進出と言えばすぐ資源を収奪するためという見解が日本でよく喧伝されているが、このことについての私の認識は違う。世界から無尽蔵に資源を収奪するなどということができないし、海外の資源に依存してはならないと中国は認識している。米国主導の国際秩序、世界経済に対する警戒感はもたないわけにはいかない面があり、このまま対外依存を強めると、外部世界で供給源をストップされると発展が停止するという考えで、そのため、食糧とエネルギーの９割以上の自給を国家戦略と位置付けている。また、石油資源については輸入国になったが、世界第5位の生産国であり、今後とも海外からの石油輸入に頼るということではない。なぜならば、国内発展のためにも、これからは省エネの時代に向かわねばならない。新エネルギーの開発に力を入れ、特に電気自動車を奨励することにおいては日本よりもっと力を入れている。国産の電気自動車一台を購入すれば、政府から９万元くらいの補助金が出る。これは普通の自動車一台が購入できる金額である。今後、まだ20年から30年かかるが、中国は質の伴った経済発展を目指し、徐々に先進国に近づいていくという趨勢は明確にみておかねばならない。

三　東アジア地域統合の流れに日中はどう対応するか

１　相互理解と心理調整の促進が急務

最後に東アジアにおける日中の関係はどうあるべきかについて述べる。日中はまず本当の相互理解に努め、当該地域で2つの強国となったということに対する認識をもって、互いに適応しあい、互いに敬意をもつことが求められていると思う。両国とも、まずは国内の安定に力を入れることは当然のことであり、また、21世紀には拡張主義はとれないことを自覚しなければならない。少なくとも中国はその可能性はゼロだ。なぜなら、軍を前面に出せば、これを口実に米国が出てくることは自明のことと見通しているからだ。仮に中国が戦争によって100％勝ったとしても、中国が戦争すれば、世界からの孤立は避けられず、世界経済に組み込まれている中国経済は崩壊しかねない。台湾との平和統一も不可能になる。どこの国の軍隊も最悪の事態に備えるということはあるかもしれないが、実際の対外方針、政策とは別なのだ。

２　日本経済の未来はアジアにある

東アジア地域での責任という面からいえば、日中は協力をして、例えば環境共同体を目指して黄砂問題の解決などを図ることなどが考えられる。黄砂は中国からもたらされるばかりか、いまや半分以上はモンゴルから発生している。モンゴルは対策コストがなく、技術もない。だから、日中が協力して取り組む。いま指摘されている地球規模の気候変動の主要原因の一つは海流にあり、水温の変化により気候にも大きな影響が出ている。今後EEZ（排他的経済水域）といった縄張りの概念を乗り越えて一緒に調査、研究ができるのではないか。また、食品安全、食糧安保共同体をめざす必要性もある。日米の交渉では日本の食糧自給率確保は難しいと思う。TPPは米国が日本の農業開放を迫り、アメリカの農産物をもっと購入させる思惑もある。しかし日本の農業は今のような閉鎖的な防衛体制では未来がない。農政改革が必要、中国などとともに補完関係をもつべき、との少数の有識者の意見があるが、日中韓でFTA締結をといっても日本国内で通らない。日本の戦後与党の政治は、外圧を利用して内政を変えようとする面があり、日本にも、一気に日中韓でFTA締結をするよりも、むしろ当面はTPPの議論をして、それを迂回策にしていいのではないかという見方がある。長期的に見て、日中が農業で協力すれば、食糧の自給を下げることなく、日中の食糧確保の共同体に向けた日本農業の高度化を図り、日本農業の活性化を図るということが可能になる道が開けると私は考える。

丹羽宇一郎氏が今年の年初に講演された折に、日本が休耕田を有効利用すること、流通の中間コストを省くなどの努力をすれば、コメの価格はかなり下げることができ、中国への輸出競争力が出てくると述べられた。その時点では、丹羽氏が大使になられるとは予想していなかったが、この発想には、日本の農業はただの守りの姿勢だけではなく、もっと競争力のある農業に転換する必要があるという考え方に基づいたものとして、日本外交をプラス思考にしていく可能性を感じた。さらにいえば、今回、問題になったレアアースの件については、中国はこの事件があったので、レアアースを報復措置としてストップさせたとは私は思わない。すでに事件の数か月前から税関の申告を厳しくしていた。米国、EUに対して同様な措置を取っている。しかし、中国のレアアースには限界があること、中国の加工技術に問題があること、ベトナムやモンゴルなどで開発しても分離技術がないことなどに鑑みれば、資源供給国と資源利用国が一体となって資源開発・共同利用体制を整えていくということもできるのではないかと思う。

日本経済にとって、中国との関係および東アジア諸国との関係は、死活にかかわる重要な問題だとの認識を、国民レベルで共有する必要があるのではないか。日米間の経済関係は農業を除けば、8割は競合である。一方、日中間は8割が補完で2割が競合である。中国はまだまだ途上国としての側面が残り、市場も大きい。日本の対中貿易は既に輸出入総額の23％以上を占めるが、対米は13％に下がっている。しかも対中国は年間200億ドルの黒字である。日中貿易、経済協力はますます増え、10年以内、日本対外貿易の3割が対中国と経済学者が試算している。やはり経済パートナーとして中国をもっと重視すべきで、そして日中ともに東アジア共同体を作っていく内在的必要性もあり、責任もある。

３　アジア共通意識の構築は可能か

いまは、日中は様々な面で対立が表面化しているようだが、依然としてアジア共通の意識が可能なのだと思うし、目指すべきだと思う。なにが共通意識なのか。人間と自然との関係においては共存する、との東洋の思想がある。欧米の思想の根底にあるのは、人間が自然の上に立つ、人間中心というものだ。を通じて、東洋の哲学にその基本を求めて共通認識を確立することは可能だと思う。それ以降日本に対する見方が変わったところがある。

もう一つは、人間と人間との調和の思想である。私自身、8年前に米国に住んでみて感じたのは、米国の広い大地の上で、個人が中心となる米国流の民主や権利の主張が生まれたもので、日本や中国など東洋の国では人口が密集するので、互いに譲り合って道を作ったり建物を建てたりしなくてはならない。限られた土地に多くの人口が生きていくためには、個人的な利益を守りながらも他人にも配慮する社会を作っていくということが必要だ。その点においては日本は東アジアの中でも一番成功していると思う。胡錦濤政権が提唱する「調和社会」の構築には日本に学ぶものが多い。上海万博のスローガンは「よりよい都市、よりよい生活」で、やはり社会の調和を目指している。

さらにもう一つ、アジアの共通意識になるものは国家と国家の関係に対するとらえ方だ。米国は一つの価値観を全世界に押し付けようとするが、東洋の文明は、多様化を尊重し、各国、各民族の共存を重視する。論語では、「君子、和而不同」と孔子は言っているが、それぞれの個性を認める思想である。世界がすべて一色に染まるのではなく、一つの権威に従うのが本当の人類の姿なのか、再考すべきだ。私たちアジアでは、国境線や小さい島々の所属ということを重視せず、人間関係をより重視していたが、国境線をめぐってナショナリズムを煽って争うことはそもそも西洋から持ち込まれた発想である。各国間の係争している島や領海などは今後、共同管理していく知恵もあってよいではないか。

東洋文明はこの200,300年を除いて、歴史上の大半の時期において地球文明の主要部分を占め、世界をリードしてきたともいえる。私たちは西洋文明のいいところを吸収する一方、現代文明に欠落したものを認識し、東洋文明の再発展をもって西洋の限界を乗り越え、補完していく勇気と展望も必要だ。ただ欧米に由来する共通の価値観を受け入れるのではなく、東洋文明に基づく新しい共通の価値観を日本と中国、東アジア諸国は共に追求し、世界にも広げていく。これこそ21世紀における東アジアの、人類社会全体への貢献ではないだろうか。　
